
群馬県桐生市における不適切な生活保護行政に対する声明 

私たち日本ソーシャルワーカー連盟（以下「JFSW」という。）は、さまざまな要因により

生活上の困難を抱えた方の権利擁護と社会福祉の増進を共通の使命とするソーシャルワー

カー４団体によって構成された連合組織です。

報道によれば、群馬県桐生市では、生活保護費を 1日 1千円ずつ窓口で分割支給し、本来

支給されるべき生活扶助費の約半額以下しか支給していなかったことや、生活保護受給者

などの認め印を 1944本預かり、職員が書類に押印していたこと、また、受給者からの預

かり証なども存在しなかった事実があるとされています。 

生活保護制度は、最低生活の保障と自立の助長を図ることを目的として、その困窮の程

度に応じ、必要な保護を行う制度です。今回の報道が事実であれば、このような桐生市の

生活保護行政は、生活保護の理念に照らして明らかに不適切、かつ生活保護受給者の権利

を侵害するものであり、本件については、２０２３年１２月１５日付で、群馬司法書士

会、群馬県社会福祉士会、群馬県精神保健福祉士会、群馬弁護士会の４団体連名

による「生存権を守り、適法に生活保護を実施することを求める共同声明」が別紙のとお

り、発出されています。 

日本ソーシャルワーカー連盟は、群馬県内４団体によるこの共同声明について、全面的な

支持を表明するとともに、桐生市に対し、国民にとって「最後の砦」である生活保護制度

が、専門性に裏打ちされた適切な運用がなされるよう要望します。 

２０２３年１２月２７日 

日本ソーシャルワーカー連盟（JFSW） 

公益社団法人日本社会福祉士会 会長 西島 善久 

公益社団法人日本精神保健福祉士協会 会長 田村 綾子 

公益社団法人日本医療ソーシャルワーカー協会 会長 野口 百香 

特定非営利活動法人日本ソーシャルワーカー協会 会長 保良 昌徳 
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令和５年１２月１５日 

生存権を守り、適法に生活保護を実施することを求める共同声明 

今般、桐生市で生活保護を受給する５０歳代の男性が、約２か月間にわたって、支給決

定された生活扶助費の一部しか支給されていなかった事実が判明した。 

桐生市は、同男性に対し、支給開始日から生活扶助費を１日１０００円ずつ窓口で手渡

しで支給しており、１カ月間に本来支給されるべき生活扶助費の約半額程度しか支給し

ていなかった。しかも桐生市は、この男性に対し、毎日ハローワークで求職活動すること

を指導し、ハローワークに行ったことを確認してから窓口で１０００円ずつ受給すると

いう、あたかも生活扶助費の支給を求職活動に条件づけるかのような対応をしていた疑

いもある。 

この点、日本国憲法２５条は、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む

権利を有する」と規定し、これを受けて生活保護法は、要保護者の年齢別、性別、世帯構

成別、所在地域別その他の必要な事情を考慮した厚生労働大臣の定める基準をもとに、生

活保護の基準を厳格に定めている（生活保護法３条、同８条）。このように決定された１

か月分の生活扶助費について、これを下回る金額を支給することは、この憲法２５条及び

生活保護法に反することは明らかである。 

次に、このように決定された生活保護基準に基づいて支給される生活扶助費は、あくま

で生活の需要を満たすために支給されるものである（生活保護法８条２項）。したがって、

例えば、ハローワークで求職活動することを条件に支給するといった、一定の条件を付す

ことは許されない。  

さらに、生活保護の実施機関は、生活保護の目的を達成するうえで必要な指導をするこ

とができるものの、その指導は必要最小限度でなければならず（生活保護法２７条２項）、

保護を受ける者の意思に反して指導を強制することは許されない（生活保護法２７条３

項）。したがって、例えば、毎日ハローワークに行って求職活動することや、ハローワー

クに行ったことが確認されない限り支給しないといった対応は、これらの法規定に反す

るものである。 

上記事例では、国民の生存権を保障した憲法２５条、及びこれに基づく生活保護法の諸

規定に反する条件付けや指導が行われていた疑いもあるところであるから、桐生市は、事

実関係について徹底的な調査を行うべきである。群馬県も、１２月７日付で県内各福祉事

務所長宛てに通知（令和５年１２月７日「生活保護の適正実施について」）を発出し、毎

日窓口で保護費を支給することや、当月分の生活保護費を全額支給せずに保管すること、

さらに保護費を支給するにあたり何らかの条件を付けているかのような取り扱いを行わ

ないこと等を求めているところである。 

都道府県知事、市長及び福祉事務所を管理する町村長は、生活保護の実施機関として、

法の定めるところにより、生活保護を決定しかつ実施しなければならない（生活保護法１

９条１項）。このことから、今般の事例における桐生市長の責任は看過できない。 

われわれ４団体は、桐生市に対し、徹底した事実関係の把握、原因究明を求めるととも

に、日頃より人権に配慮した対応並びに接遇を徹底した行政の運用を行うよう改善を求

め、ここに本声明を発する。 

以上 

別紙
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群馬司法書士会     会長 小和田 大 輔   

 

群馬県社会福祉士会   会長 新 木 惠 一   

 

群馬県精神保健福祉士会 会長 林   次 郎   

 

群馬弁護士会      会長 湯 澤   晃   
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